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 富山県職員等退職手当支給条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年９月30日 

                    富山県知事 新  田  八  朗  

富山県規則第43号 

   富山県職員等退職手当支給条例施行規則の一部を改正する規則 

 富山県職員等退職手当支給条例施行規則（昭和28年富山県規則第78号）の一部を 

次のように改正する。 

 第２条中「18日」の次に「（１月間の日数（富山県の休日を定める条例（平成元 

年富山県条例第１号）第１条第１項各号に掲げる日の日数は、算入しない。）が20 

日に満たない日数の場合にあつては、18日から20日と当該日数との差に相当する日 

数を減じた日数）」を加える。 

 第20条中「第24条第４項に規定する受給期間延長通知書」を「第24条第５項又は 

第24条の４第３項の規定により受給期間延長等通知書」に改める。 

 第24条第１項中「規定による」を削り、「受給期間延長申請書に受給資格証又は 

退職票」を「受給期間延長等申請書に医師の証明書その他の前条各号に掲げる理由 

に該当することの事実を証明することができる書類及び受給資格証（受給資格証の 

交付を受けていない場合には、退職票。以下この条において同じ。）」に改め、同 

項ただし書中「受給資格証を」の次に「添えて」を加え、同条第２項中「に規定す 

る申出は、」を「の申出は、当該申出に係る者が」に改め、同条第３項中「に規定 
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する申出」を「の申出」に改め、同条第６項中「第１項ただし書」を「前項の規定 

は第６項の場合及び第２項ただし書の場合における第１項の申出に、第１項ただし 

書」に、「、前項」を「第６項」に改め、同項を同条第８項とし、同条第５項各号 

列記以外の部分中「受給期間延長通知書」を「受給期間延長等通知書」に、「速や 

かに」を「速やかに、」に、「記載し」を「記載した上」に改め、同項第１号を次 

のように改める。 

 ⑴ その者が提出した受給期間延長等申請書の記載内容に重大な変更があつた場 

  合 交付を受けた受給期間延長等通知書 

 第24条第５項第２号中「受給期間延長通知書」を「交付を受けた受給期間延長等 

通知書」に改め、「又は退職票」を削り、同項を同条第６項とし、同項の次に次の 

１項を加える。 

７ 第１項の申出は、代理人に行わせることができる。この場合において、代理人 

 は、その資格を証明する書類に同項に規定する書類を添えて知事に提出しなけれ 

 ばならない。 

 第24条第４項中「に規定する申出」を「の申出」に、「受給期間延長通知書を交 

付するとともに、受給資格証又は退職票」を「受給期間延長等通知書を交付しなけ 

ればならない。この場合（第１項ただし書の規定により受給資格証を添えないで同 

項の申出を受けたときを除く。）において、知事は、受給資格証」に、「記載し」 

を「記載した上」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項の次に次の１項を加 

える。 

４ 第２項ただし書の場合における第１項の申出は、受給期間延長等申請書に天災 

 その他の申出をしなかつたことについてやむを得ない理由を証明することができ 

 る書類を添えなければならない。 

 第24条の次に次の３条を加える。 

 （条例第11条第４項の規則で定める事業） 

第24条の２ 条例第11条第４項の規則で定める事業は、次の各号のいずれかに該当 

 するものとする。 

 ⑴ その事業を開始した日又はその事業に専念し始めた日から起算して、30日を 

  経過する日が、条例第11条第１項に規定する雇用保険法第20条第１項を適用し 
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  た場合における同項各号に掲げる受給資格者の区分に応じ、当該各号に定める 

  期間の末日後であるもの 

 ⑵ その事業について当該事業を実施する受給資格者が第39条第１項に規定する 

  就業手当又は再就職手当の支給を受けたもの 

 ⑶ その事業により当該事業を実施する受給資格者が自立することができないと 

  知事が認めたもの 

 （条例第11条第４項の規則で定める職員） 

第24条の３ 条例第11条第４項の規則で定める職員は、次の各号のいずれかに該当 

 するものとする。 

 ⑴ 条例第11条第１項に規定する退職の日以前に同条第４項に規定する事業を開 

  始し、当該退職の日後に当該事業に専念する職員 

 ⑵ その他事業を開始した職員に準ずるものとして知事が認めた職員 

 （支給の期間の特例の申出） 

第24条の４ 条例第11条第４項の申出は、様式第11号による受給期間延長等申請書 

 に登記事項証明書その他同条第１項に規定する退職の日後に同条第４項に規定す 

 る事業を開始した職員又は前条に規定する職員に該当することの事実を証明する 

 ことができる書類及び受給資格証（受給資格証の交付を受けていない場合には、 

 退職票。以下この条において同じ。）を添えて知事に提出することによつて行う 

 ものとする。 

２ 前項の申出（以下この条において「特例申出」という。）は、当該特例申出に 

 係る者が条例第11条第４項に規定する事業を開始した日又は当該事業に専念し始 

 めた日の翌日から起算して、２箇月以内にしなければならない。ただし、天災そ 

 の他申出をしなかつたことについてやむを得ない理由があるときは、この限りで 

 ない。 

３ 知事は、特例申出をした者が条例第11条第１項に規定する退職の日後に同条第 

 ４項に規定する事業を開始した職員又は前条に規定する職員に該当すると認めた 

 ときは、その者に様式第12号による受給期間延長等通知書を交付しなければなら 

 ない。この場合（第５項において準用する第24条第１項ただし書の規定により受 

 給資格証を添えないで特例申出を受けたときを除く。）において、知事は、受給 
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 資格証に必要な事項を記載した上、返付しなければならない。 

４ 前項の規定により受給期間延長等通知書の交付を受けた者は、次の各号のいず 

 れかに該当する場合には、速やかに、その旨を知事に届け出るとともに、当該各

号に掲げる書類を提出しなければならない。この場合において、知事は、提出を 

 受けた書類に必要な事項を記載した上、返付しなければならない。 

 ⑴ その者が提出した受給期間延長等申請書の記載内容に重大な変更があつた場 

  合 交付を受けた受給期間延長等通知書 

 ⑵ 条例第11条第４項に規定する事業を廃止し、又は休止した場合 交付を受け 

  た受給期間延長等通知書及び受給資格証 

５ 第24条第７項の規定は特例申出及び前項の場合並びに第２項ただし書の場合に 

 おける特例申出に、第24条第１項ただし書の規定は第１項及び前項の場合に、第 

 24条第３項及び第４項の規定は第２項ただし書の場合における特例申出について 

 準用する。 

 様式第４号から様式第７号の５まで、様式第７号の７及び様式第７号の８中「提 

起することができます。ただし、この処分」の次に「（１の審査請求をした場合に 

あつては、当該審査請求に対する裁決）」を加える。 

 様式第11号中「（第24条関係）」を「（第24条、第24条の４関係）」に、「受給 

期間延長申請書」を「受給期間延長等申請書」に、 
 
「 ③職業に就くこと
ができない理由 

     

 ④③の理由が疾病
又は負傷の場合 

傷病の名称 
 

診療担当者 
  

 ⑤職業に就くこと
ができない期間 

     年  月  日から    年  月  日まで 
 

  富山県職員等退職手当支給条例施行規則第24条第１項の規定により上記のと 
おり申請します。 
 
      年  月  日 
 
  富山県知事    殿 
 
                 申請者氏名  
                              」 

を 
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「 

③この申請書を提
出する理由 

ア 妊娠、出産、育児、疾病、負傷等により職業に就くこと 
 ができないため 
イ 事業を開始等したため 
 
具体的理由  
 

 

 ④③のアの理由が
疾病又は負傷の場
合 

傷病の名称 
 

診療担当者 
  

 ⑤職業に就くこと
ができない期間又
は事業を実施する
期間 

     年  月  日から    年  月  日まで 

 
                                      
 
 富山県職員等退職手当支給条例施行規則 

第 2 4 条 第 １ 項 
の規定により上記 

 
 第24条の４第１項  
 のとおり申請します。 
 
      年  月  日 
 
  富山県知事    殿 
                 申請者氏名 
 」 

に改め、同様式注意事項２中「「職業に就くことができない期間」とは、③欄の理

由により職業に就くことができない期間のことで、その」を削る。 

 様式第12号中「（第24条関係）」を「（第24条、第24条の４関係）」に、「受給

期間延長通知書」を「受給期間延長等通知書」に、 
 
「 
受給期間延長の理由  

 

 延長後の受給期間満了
年月日 

年  月  日 
 

  富山県職員等退職手当支給条例施行規則第24条第４項の規定により上記のと
おり受給期間を延長する。 
       
      年  月  日 
                        富山県知事    印 
 」 

を                                     
 
「 

受給期間延長等の理由 

ア 妊娠、出産、育児、疾病、負傷等により職業に就く 
 ことができないため 
イ 事業を開始等したため 
 
具体的理由 
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 職業に就くことができ
ない期間又は事業を実
施する期間 

   年  月  日から    年  月  日まで 

 

 延長等後の受給期間満
了年月日 

年  月  日 
 

                                      
 
 富山県職員等退職手当支給条例施行規則 

第 2 4 条 第 ５ 項 
の規定により上記 

 
 第24条の４第３項  
 のとおり受給期間を延長する。 
 
      年  月  日 
                        富山県知事    印 
 」 

に改め、同様式注意事項２中「受給期間延長申請書」を「受給期間延長等申請書」 

に、「職業に就くことができない」を「申請書を提出する」に改め、同様式注意事 

項３中「職業に就くことができない」を「受給期間延長等の」に改める。 

 様式第16号（表）中                            
 
「 

②公共職業
訓練等に関
する事項 

⑴ 種類 

１ 公共 
 職業訓 
 練 

２ 雇用 
 保険法 
 第63条 
 第１項 
 第３号 
 の講習 
 及び訓 
 練 

３ 障害 
 者の雇 
 用の促 
 進等に 
 関する 
 法律第 
 13条の 
 適応訓 
 練 

４ 高年齢者 
 等の雇用の 
 安定等に関 
 する法律第 
 25条第１項 
 の計画に準 
 拠した同項 
 第３号の訓 
 練 

５ 雇用保険法第 
 ６条第５号に規 
 定する船員の職 
 業能力の開発及 
 び向上に資する 
 訓練又は講習と 
 して厚生労働大 
 臣が定めるもの 

 
 
 
 
 
 
 

 
⑵ 職種 

 
⑶ 期間 

 ⑷ 昼夜 
 間の別 

昼間・夜間 
 

 ⑸ 受講開始 
 年月日 

年 月 日 
⑹ 終了予定年 
 月日 

年 月 日 

  この欄の記載事実に誤りのないことを証明する。 
      年  月  日 
（公共職業訓練等の施設の長の職氏名）           

 
 
」 

を                                     
 
「 

 

 
 
 
 
 
 
⑴ 種類 

１ 公 
 共職 
 業訓 
 練 

２ 雇 
 用保 
 険法 
 第63 
 条第 
 １項 
 第３ 
 号の 

３ 障害 
 者の雇 
 用の促 
 進等に 
 関する 
 法律第 
 13条の 
 適応訓 

４ 高年齢 
 者等の雇 
 用の安定 
 等に関す 
 る法律第 
 25条第１ 
 項の計画 
 に準拠し 

５ 雇用保険 
 法第６条第 
 ５号に規定 
 する船員の 
 職業能力の 
 開発及び向 
 上に資する 
 訓練又は講 

６ 職業訓 
 練の実施 
 等による 
 特定求職 
 者の就職 
 の支援に 
 関する法 
 律第４条 

 
 
 
 
 
 
 

  



  令和４年９月 30日       富 山 県 報       号 外⑸  7   

  

 

 ②公共職業
訓練等に関
する事項 

 

  講習 
 及び 
 訓練 

 練  た同項第 
 ３号の訓 
 練 

 習として厚 
 生労働大臣 
 が定めるも 
 の 

 第２項に 
 規定する 
 認定職業 
 訓練 

 

 
⑵ 職種 

 
⑶ 期間 

 ⑷ 昼夜 
 間の別 

昼間・夜間 
 

 ⑸ 受講開始 
 年月日 

年 月 日 
⑹ 終了予定年 
 月日 

年 月 日 
 

  この欄の記載事実に誤りのないことを証明する。 
      年  月  日 
（公共職業訓練等の施設の長の職氏名）           」 

に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条の改正規定は、令和４年 

 10月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正前の富山県職員等退職手当支給条例施行規則に定める様式 

 による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。 

                              （人 事 課）  
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